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佐藤博樹・武石恵美子［2010］『職場のワーク・ライフ・バランス』日本経済新聞出版社。 

佐藤博樹・武石恵美子 編［2017］『ダイバーシティ経営と人材活用──多様な働き方を支援す

る企業の取り組み』東京大学出版会。 

佐藤博樹・武石恵美子・坂爪洋美［2022］『多様な人材のマネジメント』中央経済社。 

佐藤裕一［2012］『経営分析の基本（第 5 版）』日本経済新聞出版社。 

塩次喜代明・高橋伸夫・小林敏男［2009］『経営管理（新版）』有斐閣。 

信夫千佳子［2003］『ポスト・リーン生産システムの探究——不確実性への企業適応』文眞堂。 

信夫千佳子［2017］『セル生産システムの自律化と統合化──トヨタの開発試作工場の試み』

文眞堂。 

嶋口充輝［1986］『統合マーケティング──豊饒時代の市場志向経営』日本経済新聞社。 

嶋口充輝・石井淳蔵［1995］『現代マーケティング（新版）』有斐閣。 

島本慈子［2003］『ルポ解雇──この国で今起きていること』岩波書店。 

下谷政弘［1993］『日本の系列と企業グループ──その歴史と理論』有斐閣。 

下谷政弘［2006］『持株会社の時代──日本の企業結合』有斐閣。 

下谷政弘・川本真哉 編［2020］『日本の持株会社――解禁 20 年後の景色』有斐閣。 

シャイン，E. H. 著，二村敏子・三善勝代 訳［1991］『キャリア・ダイナミクス──キャリア

とは，生涯を通しての人間の生き方・表現である。』白桃書房。 

社会経済生産性本部［2005］『企業の社会的責任（CSR）指標化に関する調査報告書』社会経

済生産性本部。 
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城 繁幸［2006］『若者はなぜ 3 年で辞めるのか？──年功序列が奪う日本の未来』光文社。 

白井泰四郎［1992］『現代日本の労務管理（第 2 版）』東洋経済新報社。 

新・日本的経営システム等研究プロジェクト 編著［1995］『新時代の「日本的経営」──挑戦

すべき方向とその具体策』日本経営者団体連盟。 

スミス，A. 著，水田 洋 監訳，杉山忠平 訳［2000］『国富論』1～4，岩波書店。 

関 満博・範 建亭 編著［2003］『現地化する中国進出日本企業』新評論。 

摂南大学経営情報学部 編［2004］『経営学ガイダンス』中央経済社。 

十川廣國［2005］『CSR の本質──企業と市場・社会』中央経済社。 

園田智昭 編著［2017］『企業グループの管理会計』中央経済社。 

 

【た 行】 

戴 潔・李 東浩［2017］「（51）PPM 分析を通じた花王の経営戦略と競争戦略研究」『経営学

論集』第 87 集。 

田尾雅夫・佐々木利廣・若林直樹 編著［2005］『はじめて経営学を学ぶ』ナカニシヤ出版。 

高橋俊夫 編著［2006］『コーポレート・ガバナンスの国際比較──米，英，独，仏，日の企業

と経営』中央経済社。 

高橋伸夫［2004］『虚妄の成果主義──日本型年功制復活のススメ』日経 BP 社（ちくま文庫

版，2010 年刊）。 

高橋伸夫［2005］『〈育てる経営〉の戦略──ポスト成果主義への道』講談社。 

高橋宏幸・丹沢安治・花枝英樹・三浦俊彦［2011］『現代経営入門』有斐閣。 

高橋由明［2006］『基礎と応用で学ぶ経営学──ひとつの国際比較』文眞堂。 

武石恵美子［2016］『キャリア開発論──自律性と多様性に向き合う』中央経済社。 

竹内 裕［1986］『新しい賃金制度──その考え方と作り方（4 訂版）』同文舘出版。 

竹内 洋［2016］『日本のメリトクラシー――構造と心性（増補版）』東京大学出版会。 

竹林 明［2013］「観光地ブランドの 2 側面──地理的ブランドとテーマ的ブランド」大橋昭

一 編著『現代の観光とブランド』同文舘出版，所収。 

立道信吾・守島基博［2006］「働く人からみた成果主義」『日本労働研究雑誌』第 554 号。 

谷本寛治［2006］『CSR──企業と社会を考える』NTT 出版。 

ダフト，R. L. 著，髙木晴夫 訳［2002］『組織の経営学──戦略と意思決定を支える』ダイヤ

モンド社。 

田村正紀［1989］『現代の市場戦略──マーケティング・イノベーションへの挑戦』日本経済

新聞社。 

田村正紀［1998］『マーケティングの知識』日本経済新聞社。 

チャンドラー，A. D.，Jr. 著，三菱経済研究所 訳［1967］『経営戦略と組織──米国企業の事

業部制成立史』実業之日本社。 
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チャンドラー，A. D.，Jr. 著，鳥羽欽一郎・小林袈裟治 訳［1979］『経営者の時代──アメリ

カ産業における近代企業の成立』上・下，東洋経済新報社。 

チャンドラー，A. D.，Jr. 著，有賀裕子 訳［2004］『組織は戦略に従う』ダイヤモンド社。 

中條 毅・菊野一雄 編著［1988］『日本労務管理史 1──雇用制』中央経済社。 

朝陽会 編『有価証券報告書総覧（松下電器産業株式会社）1998 年』朝陽会。 

津田達男［2001］『ケースに学ぶ組織とリーダーシップ──30 冊の名著からの考察』社会経済

生産性本部生産性労働情報センター。 

テイラー，F. W. 著，有賀裕子 訳［2009］『新訳 科学的管理法――マネジメントの原点』ダイ

ヤモンド社。 

寺澤直樹［2000］『グループ経営の実際』日本経済新聞社。 

寺本義也 編著［1996］『日本型グループの戦略と手法（2）──製造業編』中央経済社。 

照屋華子・岡田恵子［2001］『ロジカル・シンキング──論理的な思考と構成のスキル』東洋

経済新報社。 

東洋経済新報社［2023a］『海外進出企業総覧 会社別編（2023 年版）』東洋経済新報社。 

東洋経済新報社［2023b］『海外進出企業総覧 国別編（2023 年版）』東洋経済新報社。 

トゥーリッシュ，D. 著，佐藤郁哉 訳［2022］『経営学の危機――詐術・欺瞞・無意味な研究』

白桃書房。 

ドーア，R. 著，藤井真人 訳［2001］『日本型資本主義と市場主義との衝突──日・独対アン

グロサクソン』東洋経済新報社。 

東北大学経営学グループ［2008］『ケースに学ぶ経営学（新版）』有斐閣。 

遠山正朗 編著［2003］『ケースに学ぶ企業の文化』白桃書房。 

徳田昭雄［2000］『グローバル企業の戦略的提携』ミネルヴァ書房。 

トヨタ自動車株式会社『トヨタの会社概要 2006』。 

ドラッカー, P. F. 著, 上田惇生 編訳［2001］『マネジメント――基本と原則（エッセンシャル

版）』ダイヤモンド社。 

鳥邊晋司・東原英子［2003］『連結会計情報と企業分析』中央経済社。 

 

【な 行】 

内藤文雄［2005］『財務諸表論ミドルクラス』税務経理協会。 

仲田正機 編著［2005］『比較コーポレート・ガバナンス研究──日本・英国・中国の分析』中

央経済社。 

中原 淳［2021］『経営学習論――人材育成を科学する（増補新装版）』東京大学出版会。 

中原 淳 編，荒木淳子・北村士朗・長岡 健・橋本 諭 著［2006］『企業内人材育成入門』

ダイヤモンド社。 

中村圭介［2006］『成果主義の真実』東洋経済新報社。 
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中村直人・倉橋雄作［2021］『コーポレートガバナンス・コードの読み方・考え方（第 3 版）』

商事法務。 

中山 健［2001］『中小企業のネットワーク戦略』同友館。 

西尾チヅル・上林憲雄 編著［2025］『サステナブル経営』同文舘出版。 

日経連能力主義管理研究会 編［2001］『能力主義管理──その理論と実際（新装版）』日経連

出版部。 

日本科学技術連盟『QC サークル──職場と QC』各月号，日本科学技術連盟。 

日本経営学会 編［2004］『グローバリゼーションと現代企業経営』千倉書房。 

日本経営学会 編［2006］『日本型経営の動向と課題』千倉書房。 

日本経営者団体連盟教育特別委員会 編［1999］『エンプロイヤビリティの確立をめざして──

「従業員自律・企業支援型」の人材育成を』日本経営者団体連盟教育研修部。 

日本経営者団体連盟弘報部 編［1955］『職務給の研究』日本経営者団体連盟弘報部。 

沼上 幹［2004］『組織デザイン』日本経済新聞社。 

沼上 幹［2023］『わかりやすいマーケティング戦略（第 3 版）』有斐閣。 

野林晴彦［2024］『日本における経営理念の歴史的変遷──経営理念からパーパスまで』中央

経済社。 

延岡健太郎［1996］『マルチプロジェクト戦略──ポストリーンの製品開発マネジメント』有

斐閣。 

 

【は 行】 

橋爪大三郎［1988］『はじめての構造主義』講談社。 

橋爪大三郎［1993］「社会学はどういう学問なのか」別冊宝島編集室 編『社会学入門』宝島社。 

ハーズバーグ，F. 著，北野利信 訳［1968］『仕事と人間性──動機づけ─衛生理論の新展開』

東洋経済新報社。 

パナソニック（松下電器産業）株式会社『アニュアルレポート』各年版。 

花田光世・宮地夕紀子・大木紀子［2003］「キャリア自律の新展開――能動性を重視したスト

レッチング論とは」『一橋ビジネスレビュー』第 51 巻第 1 号。 

バーナード，C. I. 著，山本安次郎・田杉 競・飯野春樹 訳［1968］『経営者の役割（新訳版）』

ダイヤモンド社。 

バーニー，J. B. 著，岡田正大 訳［2003］『企業戦略論──競争優位の構築と持続（下）全社

戦略編』ダイヤモンド社。 

服部育生［2001］『持株会社・株式交換・会社分割』泉文堂。 

濱口桂一郎［2009］『新しい労働社会――雇用システムの再構築へ』岩波書店。 

濱口桂一郎［2014］『日本の雇用と中高年』筑摩書房。 

濱口桂一郎［2021］『ジョブ型雇用社会とは何か――正社員体制の矛盾と転機』岩波書店。 
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濱口桂一郎［2024］『賃金とは何か――職務給の蹉跌と所属給の呪縛』朝日新聞出版。 

林 曻一・浅田孝幸 編著［2001］『グループ経営戦略──理論と実際』東京経済情報出版。 

林 伸二［1985］『仕事の価値──新しいモチベーション研究』白桃書房。 

原 拓志・宮尾 学 編著［2017］『技術経営』中央経済社。 

バーリー，A. A.・ミーンズ，G. C. 著，北島忠男 訳［1958］『近代株式会社と私有財産』文雅

堂書店。 

ピコー，A.・ディートル，H.・フランク，E. 著，丹沢安治ほか 訳［2007］『新制度派経済学

による組織入門─市場・組織・組織間関係へのアプローチ（第 4 版）』白桃書房。 

ピュー，D. S.・ヒクソン，D. J. 著，北野利信 訳［2003］『現代組織学説の偉人たち──組織

パラダイムの生成と発展の軌跡』有斐閣。 

開本浩矢［2006］『研究開発の組織行動──研究開発技術者の業績をいかに向上させるか』中

央経済社。 

平野光俊［2006］『日本型人事管理──進化型の発生プロセスと機能性』中央経済社。 

ファヨール，H. 著，佐々木恒男 訳［1972］『産業ならびに一般の管理』未来社。 

フィードラー，F. E. 著，山田雄一 監訳［1970］『新しい管理者像の探究』産業能率短期大学

出版部。 

藤井 耐・松崎和久 編著［2004］『日本企業のグループ経営と学習』同文舘出版。 

藤田 誠［2015］『経営学入門』中央経済社。 

藤野直明［1999］『サプライチェーン経営入門』日本経済新聞社。 

藤本隆宏［2001］『生産マネジメント入門（Ⅰ）』日本経済新聞社。 

藤本隆宏・高橋伸夫・新宅純二郎・阿部 誠・粕谷 誠［2005］『リサーチ・マインド 経営学

研究法』有斐閣。 

藤本隆宏・西口敏宏・伊藤秀史 編著［1998］『リーディングス サプライヤー・システム──

新しい企業間関係を創る』有斐閣。 

藤本 真・佐野嘉秀 編著［2024］『日本企業の能力開発システム――変化のなかの能力開発と

人事・職場・社員』労働政策研究・研修機構。 

二神枝保・村木厚子 編著［2017］『キャリア・マネジメントの未来図──ダイバーシティとイ

ンクルージョンの視点からの展望』八千代出版。 

ブーフフォルツ，A.・ボルデマン，B. 著，井上浩嗣・松野隆一 訳［2002］『あのブランドば

かり，なぜ選んでしまうのか──購買心理のエッセンス』東洋経済新報社。 

古田克利・中田喜文［2019］「電機産業で働く技術者のキャリア自律と労働移動」『キャリアデ

ザイン研究』第 15 巻。 

別冊宝島編集室 編［1993］『社会学入門』宝島社。 

ポーター，M. E. 著，土岐 坤・中辻萬治・小野寺武夫 訳［1985］『競争優位の戦略──いか

に高業績を持続させるか』ダイヤモンド社。 
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【ま 行】 

マズロー，A. H. 著，金井壽宏 監訳，大川修二 訳［2001］『完全なる経営』日本経済新聞社。 

松崎和久 編著［2006］『戦略提携──グループ経営と連携戦略』学文社。 

松行彬子［2000］『国際戦略的提携──組織間関係と企業変革を中心として』中央経済社。 

マルクス，K. 著，マルクス ＝ エンゲルス全集刊行委員会 訳［1968］『資本論』大月書店。 

三重野研一・矢野弘樹［2005］『誰でもわかる企業会計の基礎基本』エクスメディア。 

水町勇一郎［2018］『「同一労働同一賃金」のすべて』有斐閣。 

三隅二不二 編著［1987］『働くことの意味：Meaning of Working Life──MOW の国際比較研

究』有斐閣。 

三戸 浩・池内秀己・勝部伸夫［2018］『企業論（第 4 版）』有斐閣。 

村杉 健［1994］『モラール・サーベイ──作業組織管理論』税務経理協会。 

村田和彦［2011］『経営学原理（改訂版）』中央経済社。 

村中 靖・淺井 優［2019］『役員報酬・指名戦略──報酬制度・選解任基準，CEO サクセッ

ションプラン，指名・報酬委員会の設計』日本経済新聞出版社。 

守島基博 編著［2002］『21 世紀の“戦略型”人事部』日本労働研究機構。 

森田雅也［2008］『チーム作業方式の展開』千倉書房。 

森田松太郎［2000］『図解持株会社のしくみとつくり方（新版）』中経出版。 

森田道也［2004］『サプライチェーンの原理と経営』新世社。 

 

【や 行】 

安田洋史［2006］『競争環境における戦略的提携──その理論と実践』NTT 出版。 

安田洋史［2016］『アライアンス戦略論（新版）』NTT 出版。 

安本雅典・真鍋誠司 編［2017］『オープン化戦略──境界を越えるイノベーション』有斐閣。 

柳 良平・広木 隆・井出真吾［2019］『ROE を超える企業価値創造』日本経済新聞出版社。 
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